
三井石油化学の経営戦略と人材開発
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1. 石油化学工業の最近の動向

日本の石油化学工業の現状および今後の見通しについ

ては，平成元年 6 月の産業構造審議会化学工業部会の報

告において次のごとく述べられている.

J.1 構造的不況の克服

日本の石油化学工業(石化)は昭和30年代に発足して

以来，きわめて順調な発展をとげ， 40年代半ばには，そ

の基幹製品であるエチレンの生産量において，アメリカ

に次いで世界第 2 位の地位を占めるに至った.

しかしながら48年および何年の 2 度のオイルショック

を契機として，原料コストの大幅な上昇，石化製品需要

の低迷，設備過剰等の諸問題が顕在化し，さらにアメリ

ヵ，カナダ等との生産コスト格差も拡大したことから，

日本の石化はかつてない構造的不況に直面するところと

なった.

昭和61年以降，原油価格が大幅に軟化するとともに，

米国をはじめとする主要諸国の景気が堅調に推移したこ

とから，世界的に石化製品の需要が拡大し，石化をめぐ

る環境は急速に改善された.

日本の石化は， 58年の「産構法j にもとづく構造改善

努力と，世界的な経済環境の改善をテコとして，急速に

業績を回復し， 62年には生産，利益ともに過去最高を記

録し(図 1 ，図 2 参照)， 63年もさらに改善がなされる等，

少なくとも「構造的な不況J 状態はほぼ克服されたもの

とみられる状況にある.

1.2 90年代の見通し

原油価格の下落により， 日本の石化は成長カを回復し

ている.すなわち生産コストはほぼ，国際レベルまで、低

下するとともに，圏内需要は製品価格の安定に支えられ

て，今後は経済成長に見合う 3.5%程度の伸びが期待で

きる.したがって，アジアNIES等における世界的な

新増設計画の動向を充分に注目する必要はあるものの，
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近い将来，日本の石化製品の生産設備の新増設が必要と

なることも充分想定しうる状況にある.

1.3 石油化学企業に対する期待

石油化学工業が世界に誕生してもでに半世紀以上が経

過したが，その基本的生産技術はかなり以前に確立され

て以来， さほど変化していないため，石油化学工業自体

は，先進国においては成熟産業化しつつある.今後， 21 

世紀を念頭において新たな成長をめざし，個々の企業が

その企業特性を生かして製品の高付加価値化を図るとと

もに，新素材，ライフサイエンス，情報電子等の新規知

識集約型分野での研究開発を積極的に推進し，新たな事

業分野への展開を図ることにより，個性的な企業に変貌

をとげることが期待される.
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図 1 日本のエチレン生産

:[::rJ3シ三

図 2 エチレンセンター 12社石化部門売上高利益率推移

27 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



①
対
売
上
高
路

/
O
 

の
ち
〆
。
。

6 

4 

2 

。

(202) 

日81
，.~ 155 r--1L'. 
147μニ~ .%'8.4 

一一 日lr一寸 ..-J.，..I!r
120 122 118 119 rニ I.R;:Ti2
二ニニ，一一、ニムニ干ニニニ Y6.9い山

'89 '85 
。

億円

研究開発経費の推移

三井石化は，創業以来，自社技術の開発を積極的に行

なってきている.現在 7 つの研究所を有しており，研究

開発に従事する人員は約1∞0人(従業員の約23%)，売上

高に対する研究開発費の割合は約 8%となっている(図4

参照).

研究開発の重要な成果の 1 つとして，世界各国への技

術供与の実績は，すでに100件をこえており，昭和63年度

における技術料収入は約回億円と，主要企業のなかでも

トップグループにある.
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3.1 経営長期ビジョン

21世紀の到来を目前にして，企業を取り巻く事業環境

は大きく変貌しつつありる.この環境変化に的確に対応

して事業構造の革新をはかるため，当社は， 2∞o年に焦

点を合わせて，新たな「経営長期ピジョン J を策定した

(昭和62年).

このピジョンにおいて，当社経営の理念と使命を明確

にするとともに，目標とすべき将来像とその実現のため

の事業活動に対する基本方針を定めた.

2000年における事業の目標として，売上規模は現状の

2倍の5， 0∞億円，このうちスベシャリティ，多角化分野

の売上比率は現行の20%から50%にアップ，事業利益は

売上高の 10%の500億円を掲げている.

3.2 経営計圃システム

このピジョンの実現のための戦略を中期経営計画(中

計)として展開し，中計の具体的行動計画をもって年度

予算とする.すなわち，ピジョンー中計一予算の一貫し

たシステマティックな運営をもって，当社の経営計画シ

ステムとし，このシステムの定着に取り組んでいる.

3.3 経営スローガン

ピジョンの社内における衆知徹底を図るため，

経営戦略3. 63年度

経常利益/売上高/従業員数/資本金の推移

三井石油化学(三井石化)は，昭和30年 7 月，わが国

最初の総合石油化学会社として設立され今日に至ってい

る.

62年度61年度

三井石油化学の概要

昭和59年度

図 S

2. 

事業規模，内容

昭和63年度の事業規模は，資本金316億円，従業員4300

人(他に関係会社への出向者約1000人)，売上高2600億円，

経常利益320憶となっている(図 3 参照). 

事業部門は，化成品・基礎原料，樹脂・エラストマ「

特殊化学品，加工品，機能材，ライフサイエンスの 6 部

門に分れており，生産拠点としては，スベシャリティの

中核工場として充実した研究開発設備を有する岩国大竹

工場，基礎化学品の中核工場として，わが国最大のエチ

レンプラントを中心とする総合石化工場の千葉工場，な

らびにエレクトロニグス分野向の新製品を研究開発から

製造まで一貫して行なう袖ケ浦新技術研究開発センター

の 3 つがある.

2.1 

スロー

オベレーションズ・リザーチ

研究開発2.2 
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ける目標，売上高5000億円，利益500億円を，創造と革新

により達成しようノ)を作成し，社内各所に掲示し社員

に呼びかけるとともに，主要社内文書の表紙に表示して

いる.

3.4 社員の=-織革新

ピジョンにおける2000年の目標はきわめて挑戦的なも

のであり，この実現のためには社員ひとりひとりの意識

革新が必須であることを，基本方針として明示し. C 1 

運動等の意識革新活動を全社レベルで展開している.

3.5 事業溜営組織の改正

① 当社の各事業を経営戦略上の位置づけから 2 つ

の基礎化学品事業部門 2 つのスベシャリティ事業部門

および 2 つの新事業部門の計 6 つの事業部門に再編成し

た.

②事業部門の強化に対応して，全社経営戦略策定お

よび経営管理機能を強化するため，コーポレートスタッ

フの充実をはかった.

③総合研究所を分割して，各事業部門のそれぞれに

対応する研究所とした.

3.8 事業推進拠点の充実

① 新事業の推進に当つては特に，研究開発の先行的

充実が必要と考えている.このような観点から当社はす

でに昭和58年に，ライフサイエンス事業のための研究所

として生物工学研究所を設置している.

ひきつづいて昭和62年には，千葉県袖ヶ浦町の30万d

の敷地に，エレクトロニクス分野の新素材の研究をメイ

ンとする機能材研究所ならひ'に光ディスタ製造工場を新

設し，各種先端技術分野における新荷品を研究から製造

まで一貫して行なう「新技術研究開発センターJ を開設

した. 2 年目にあたる今年，すぐに 250 人の社員が新分

野にチャレンジしている.

② 当社の主力生産拠点は，西の岩国大竹工場(山口，

広島県)と東の千葉工場(千葉県)であるが，今度，第

3 工場用地として，愛知県田原町に約87万dの土地を取

得した.新工場は，関東と関西・中京の中央に位置して

おり，当社の今後の事業展開において，強力な戦略拠点

となることが期待できる.

③ 海外における事業の推進のため，これまで駐在事

務所であった米国および欧州を，それぞれ現地法人とし

て独立させた.

国内においても大阪ならびに名古屋営業所を支店に昇

格させ，権限・機能を強化している.

1990 年 1 月号

4. 人材開発

前述の経営戦略l主事業分野別の基本方針としては次の

3 つとなる.

①基礎化学品の国際競争力の被保

② あらゆる商品における高付価値化

③ 21世紀へ向けての新事業の基盤づくり

したがって人材開発も，この基本方針の実行にふさわ

しい人材の育成が当面の課題である.

4. 1 少数精鋭主義

当社は約30年前，当時のハイテクであった石油化学を

主力事業としてスタートしたが，創業以来，終始一貫少

数精鋭主義を貫いてきた.

すなわち，他社より少ない人数で，より大きな仕事を

するというのがモットーである.

このことは具体的には，社員ひとりひとりが広い業務

範囲を受け持つ，あるいは質の高い成果をあげる，また

は複数の専門分野の能力を有するという形で現われてい

る.既存事業である基礎化学品の競争力強化には，徹底

した省力化が要求されているが，これに対しては，長年

培ってきた少数精鋭主義がきわめて効果をあげている.

また省力により捻出した人員の新分野への配員にさいし

ても，優れた適応、性を発揮している.

4.2 研究開発の活性化

今日ほど研究開発に従事するひとりひとりが，挑戦的

かつ創造的な活動をすることが求められる時代は，かつ

てなかった.

そこで当社は研究開発に従事する社員の処遇の見直し

を行なし、，新たに「研究職人事制度」として制度化した.

その主たる内容は次のとおりである.

①研究職の制度上の位置づけを「全員(管理者を含む)

専門職」とすることを明らかにする.

②研究所内の組織はグループのみとし，グループの改

廃は所長の権限で行なう.

③研究職の業績評価において，事業化に対する貢献度

に偏ることなく，研究レベルの向上に対する貢献度も重

視するよう改める.

④研究者育成のための標準的OJTプログラムを作成

し，これにしたがって育成する.また博士号取得の奨励

を明示する.

⑤研究職適性評価・ローテーション制度を設ける.

4.3 マーケティングカの強化

研究開発型企業にありがちな「作って売る J というシ
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ーズ形発想の体質を， r売れるものを作る」というマーケ

ットオリエンテッドな体質に転換するため，これまで全

社運動として行なってきたマーケティング力の強化活動

を，今年から専任のマーケティング室を設け，ここが中

心となって，マーケティングマニュアルの作成，マーケ

ティング教育の実施等を行なう体制とした.

4.4 戦略研修

事業部門制導入と L 、う組織改正ならびに経営計画シス

テムにもとづく経営という新しい体制の運営をよりスム

ーズに行なうために，従来から毎年定例的に実施してい

る部課長研修(主として社外講師による合宿)のテーマ

として， r戦略力の強化」を重点的に選定して実施してい

る.

4.5 国際コミこ aケーションカの改善

当社の事業展開においては，英語によるコミュニケー

ションが不可欠である.このため業務上必要度合いの高

L 、大卒社員(管理者を含む)全員に対し入社時点から，

社内英語検定試験 (TOE 1 Cを利用)の受験を義務づ

けている(社内等級と TOEICの対応は表 1 参照).

この社内試験をもとに，管理職への昇進ならびに海外

出張要件としていずれも 4 級以上と定めている.これに

達しない者は，上司を通じて改善するよう指導を行なっ

ている.

すでに 4 級以上の合格者は50%となっているので，今

後は，この基準を 1 グレードアップして 3 級とすること

を目標に社内教育ならびに海外派遣の充実を図ってい

る.
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